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市営住宅入居募集・福祉
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耐震構造診断

市
営
住
宅
へ
の
入
居
者
を
募
集
し
ま
す

お
問
合
せ
先
　

高
齢
福
祉
介
護
課
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８
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浅
井
支
所
市
民
福
祉
課

（
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a
４
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５
２
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び
わ
支
所
市
民
福
祉
課

（
7
_
５
２
５
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）

市
で
は
、
満
65
歳
以
上
の
人
を
対

象
に
、
平
成
21
年
度
分
の
「
は
り
・

き
ゅ
う
・
マ
ッ
サ
ー
ジ
施
術
助
成
券
」

を
お
渡
し
し
ま
す
。

こ
の
助
成
券
は
、
市
内
各
治
療
機

関
で
、
１
枚
あ
た
り
千
円
の
割
引
が

受
け
ら
れ
ま
す
。

※
今
年
度
は
お
一
人
あ
た
り
２
枚
の

発
行
と
な
り
ま
す
。

※
は
り
・
き
ゅ
う
・
マ
ッ
サ
ー
ジ
で
、

健
康
保
険
の
給
付
を
受
け
て
い
る

人
を
除
き
ま
す
。

《
配
布
場
所
》

高
齢
福
祉
介
護
課
、
各
支
所
市
民
福
祉

課
、
介
護
あ
ん
し
ん
窓
口
（
長
浜
地
区
）、

市
民
交
流
セ
ン
タ
ー
、
な
つ
め
会
館
、

長
浜
地
区
・
浅
井
地
区
（
中
央
を
除
く
）

各
公
民
館
（
火
〜
金
曜
日
）

は
り
・
き
ゅ
う
・
マ
ッ
サ
ー
ジ

施
術
助
成
券
を

発
行
し
ま
す

○
募
集
期
間

５
月
18
日
（
月
）
〜
29
日
（
金
）

午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

(
土
・
日
曜
日
除
く)

※
５
月
14
日
か
ら
市
建
築
課
お
よ
び

各
支
所
で
募
集
案
内
書
を
配
付

○
申
込
場
所

建
築
課(

市
役
所
本
館
２
階)

○
申
込
要
件

次
の
す
べ
て
の
条
件
を
満
た
す
人

①
市
内
に
住
所
ま
た
は
勤
務
場
所
を

有
し
、
市
税
お
よ
び
国
民
健
康
保

険
料
の
滞
納
が
な
い
人

②
申
込
者
お
よ
び
同
居
予
定
者
が
、

暴
力
団
員
で
な
い
こ
と

③
現
に
同
居
、
ま
た
は
同
居
し
よ
う

と
す
る
親
族
が
あ
る
人
（
単
身
で

の
申
込
み
は
で
き
ま
せ
ん
。）

④
申
込
者
全
員
の
収
入
月
額
（
合
計
）

が
15
万
８
千
円
以
下
の
人

※
た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
人
等
は

21
万
４
千
円
以
下
と
な
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

・
申
込
者
が
昭
和
31
年
４
月
１
日
以
前

に
生
ま
れ
た
人
で
、
同
居
者
の
い
ず

れ
も
が
昭
和
31
年
４
月
１
日
以
前
に

生
ま
れ
た
人
ま
た
は
平
成
３
年
５
月

29
日
以
後
に
生
ま
れ
た
人

・
身
体
に
障
害
（
１
〜
４
級
）
が
あ

る
人
や
精
神
に
障
害
（
１
〜
２
級
）

が
あ
る
人
、
ま
た
は
知
的
障
害

（
精
神
障
害
１
〜
２
級
と
同
程
度
）

が
あ
る
人

・
小
学
校
就
学
前
の
お
子
さ
ん
が
い

る
世
帯

⑤
現
に
住
宅
に
お
困
り
の
人

⑥
子
育
て
支
援
向
け
住
宅
の
場
合
は
、

中
学
校
就
学
前
の
お
子
さ
ん
と
同

居
し
、
扶
養
し
て
い
る
人

○
選
考
方
法

要
件
を
満
た
す
人
の
中
か
ら
、
市
営

住
宅
運
営
委
員
会
の
審
査
を
経
て
決
定

※
審
査
で
決
定
し
な
い
場
合
は
抽
選

で
決
定

○
入
居
の
時
期
　

平
成
21
年
７
月
下
旬

○
入
居
期
間
10
年
間
以
上

※
原
則
、
代
理
人
の
申
込
み
は
不
可

※
入
居
に
際
し
て
は
、
連
帯
保
証
人

２
人
が
必
要
（
市
内
に
居
住
し
、

入
居
者
と
同
程
度
以
上
の
収
入
が

あ
る
人
）

※
家
賃
額
は
収
入
月
額
に
よ
り
算
定

※
敷
金
は
家
賃
の
３
か
月
分
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募集住宅 建設
年度

単身
申込構　造 間取り 平成21年度

家賃月額（円）※階
住戸
面積
（㎡）

八幡中山団地
第4-6号

（八幡中山町）

平成
13年度

中層
耐火構造
３階建

３DK 70.1 ３ ×25,500～50,000

募集住宅 建設
年度

単身
申込構　造 間取り 平成21年度

家賃月額（円）※
住戸
面積
（㎡）

階

募集住宅
○一般入居向け

入居できる期間は、入居可能日から最長10年間です。

○子育て支援向け

入居できる期間は、入居可能日から10年間、または一番小さい子が18歳に
達した日以降の最初の３月31日までのいずれか短い期間です。
※家賃月額は、入居者の収入月額により算定します。

市
で
は
、
滋
賀
県
で
登
録
さ
れ

た
耐
震
診
断
員
を
派
遣
し
、
市
内

の
木
造
住
宅
を
対
象
に
無
料
の
耐

震
診
断
を
行
い
ま
す
。

■
対
象
と
な
る
木
造
住
宅

市
内
に
所
在
し
、
次
の
要
件
を

す
べ
て
満
た
す
住
宅

①
昭
和
56
年
５
月
31
日
以
前
に
着

工
さ
れ
、
完
成
し
て
い
る
も
の

②
延
べ
面
積
の
過
半
の
部
分
が
住

宅
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
も
の

③
階
数
が
２
階
以
下
か
つ
延
べ
面

積
300
㎡
以
下
の
も
の

④
木
造
軸
組
工
法
の
も
の

■
対
象
者

対
象
と
な
る
住
宅
を
所
有
す
る
人

■
耐
震
診
断
の
内
容

「
滋
賀
県
木
造
住
宅
耐
震
診
断

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
基
づ
い
て
、
県

に
登
録
し
て
い
る
耐
震
診
断
員
が
、

主
に
目
視
で
診
断
し
ま
す
。

■
予
定
棟
数

40
棟(

申
込
先
着
順)

■
受
付
申
込
期
間

５
月
11
日(

月)

か
ら
６
月
30
日(

火)

■
申
込
方
法

所
定
の
申
込
用
紙
に
必
要
事
項

を
記
入
し
、
次
の
書
類
を
添
え
て

建
築
課
ま
で
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

○
建
築
物
の
建
設
時
期
・
延
べ
面

積
の
わ
か
る
書
類
（
確
認
通
知

書
、
固
定
資
産
税
課
税
明
細
書
、

建
物
の
登
記
簿
な
ど
い
ず
れ
か

の
写
し
）

このページに関するお問合せは、建築課(7X６５４３)へ

木
造
住
宅
の

無
料
耐
震
診
断
を
行
い
ま
す

〜
長
浜
市
木
造
住
宅
耐
震
診
断
員
派
遣
事
業
〜

木造住宅の耐震バリアフリー改修工事に対して補助を行います
～長浜市木造住宅耐震・バリアフリー改修事業～
耐震診断の結果、倒壊の可能性が高いとされ

た木造住宅の耐震改修工事等の費用を一部補助
します。
■対象となる木造住宅
市内に所在し、次の要件をすべて満たす住宅
①耐震診断の結果、総合評点が0.7未満とされ
たもの
②昭和56年５月31日以前に着工され、完成し
ているもの
③延べ面積の過半の部分が住宅の用に供されて
いるもの
④階数が２階以下かつ延べ面積300㎡以下のもの
⑤木造軸組工法のもの
■対象者
対象となる住宅を所有し、次の要件を満たす人
①市税等の滞納がない人
②対象工事について、国・県・市の他の制度に
よる補助を受けていない人

■補助の対象となる工事
工事費の総額が100万円を超え、平成22年３

月31日までに工事が完了する次の２つの工事

○耐震改修工事
耐震診断の結果、総合評点が0.7未満と評価
された住宅を1.0以上に引き上げるための改
修工事
○バリアフリー改修工事
耐震改修工事と併せて行う段差解消など地震
避難時の手助けとなるために改修する工事

■設計者・工事施工者の選定
補助の対象となる工事を行うために必要な設

計や工事の施工は、滋賀県講習会修了者登録名
簿に登録されている設計者・施工者に依頼する
必要があります。
■補助金の額(標準)

■申込期間
５月11日(月)～12月18日(金)

■申込方法
申込み時に設計図・見積書の提出が必要です

ので、必ず事前にご相談ください。

対象となる
工事費

補助金の額 20万円 30万円 50万円

100万円超え
200万円以下

200万円超え
300万円以下

300万円超

お
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、
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築
課
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7
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へ


